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シックハウス症候群患者の公営住宅確保に係る
医学的な知見に関するガイドライン
平成２０年３月
１．ガイドラインの趣旨
シックハウス症候群については、これまで政府における様々な対策が講じられてきたと
ころであり、患者をとりまく状況に改善の傾向が指摘されているなど、一定の成果を上げ
ているが、依然として居室に由来する様々な健康障害を患っている者が多くいることも事
実である。
シックハウス症候群とは、平成１６年「室内空気質健康影響研究会（座長：宮本 昭正
財団法人日本アレルギー協会理事長）」報告書にて、「『居住者の健康を維持するという観点
から問題のある住宅において見られる健康障害の総称』を意味する用語であると見ること
が妥当である。」とされている。原因等については、一般的には、温度、湿度及び気流等の
温熱環境因子の調節不良、アルデヒド類、ケトン類、芳香族炭化水素類、有機リン系殺虫
剤、窒素酸化物及びたばこ煙などの化学因子並びにウイルス、細菌、真菌、ダニ及びペッ
ト等の生物因子による室内空気汚染が主要な原因であると考えられている。また、仕事に
おけるストレス、集団の心因性疾患等の心理社会的な要因、騒音、照度などの影響も指摘
されている。このように、シックハウス症候群については、様々な原因が指摘されている
が、住居における化学物質を原因とするシックハウス症候群患者の中には、自宅に住むこ
とが困難となっている者が存在することなどが指摘され、そうした者にとって安心して住
むことのできる住宅の確保が喫緊の課題となっている。
ところで、公営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対し、安定した居住の場を提供す
ることを目的としたものであり、本来は、健康状態の悪化等を理由とする一時的・緊急的
な避難、療養のための施設ではない。
また、公営住宅への入居に際しての優先の判断は公営住宅を管理する地方公共団体（以
下「事業主体」という。）に委ねられているが、現状の公営住宅は募集倍率が高く空家が少
ないことに加え、高齢者や障害者といった優先して入居させるべき者もいる。
しかしながら、住居における化学物質を原因とするシックハウス症候群患者が現在の居
住地から転居することにより、健康上有効な場合があることを考慮し、また、公営住宅の
適正かつ合理的な管理に支障のない範囲内で、自宅の改築等の一定期間における一時的な
居住の場を確保すべきではないかとの意見・要望もあることに鑑み、その一方策として、
公営住宅の目的外使用等の活用を図ることが考えられる。その際、具体的な方法を検討す
るにあたっては、単に住宅の管理上の課題を整理するのみでなく、真に住宅の確保を必要
としている患者を確認するため、医学的見地からも知見を整理する必要がある。
本ガイドラインはこうした認識の下、住居における化学物質を原因とするシックハウス
症候群患者が健康障害の原因となっている住居に対する対策を行ったり、別の住居を探し
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たりする期間の一時的な住居等として公営住宅を目的外使用させる場合等における医学的
見地からの判断材料や留意点を整理し、公営住宅を活用する際の指針として参考となるべ
き事項について厚生労働省、国土交通省及び一部の事業主体からの意見を踏まえ取りまと
めたものである。
２．診断書の作成内容について
本ガイドラインの対象患者は、住居における化学物質を原因として健康障害が発症した
者であり、クリーンルーム（環境中に微量に存在する物質を除去した超清潔空間の中で、これら
の物質を定量的に患者に負荷することにより様々な検査を行うための施設）又は専門外来を設置
している医療機関のシックハウス症候群について知見を有する医師により作成された診断書
（別紙）の記載内容が、以下の要件を満たす者とする。（※印は様式の記入にあたっての留
意点。）なお、クリーンルーム又は専門外来を設置している医療機関は、別表１のとおりで
ある。
（１）「病名」には、シックハウス症候群であることが記載されていること。
※化学物質暴露による急性中毒（有機リン中毒など）やアナフィラキシー・ショック、
接触性皮膚炎などのアレルギー疾患など、既存の疾病概念で把握できるものについ
ては、対象外とする。
※いわゆる化学物質過敏症については、医学界で概念が整理されていないこと、原因
が住居に限定されないことなどから、今回の目的である公営住宅への転居による効
果が期待できないことから、対象外とする。
※直ちに専門的な治療が必要であるような重症患者であれば、医療施設で対応される
べきものであり、転居による環境の改善のみでは症状が改善される見込みがないと
推察される者については、対象外とする。
※シックハウス症候群の診断にあたっては、厚生労働科学研究費補助金地域健康危機
管理研究事業「シックハウス症候群の診断・治療及び具体的対応方策に関する研究
（主任研究者相澤好治北里大学医学部教授）」及び「シックハウス症候群の診断・治
療及び具体的方策に関する研究（主任研究者秋山一男国立病院機構相模原病院副院
長）」により、提案されている以下の診断基準案を参考にされたい。
（化学物質によるシックハウス症候群の診断基準案（2007.12 相澤・秋山班））
1. 発症のきっかけが、転居、建物※の新築・増改築・改修、新しい日用品の使
用等である。
2. 特定の部屋、建物内で症状が出現する。
3. 問題になった場所から離れると、症状が全くなくなるか軽くなる。
4. 室内空気汚染が認められれば、強い根拠となる。
（※ 建物とは、個人の住居の他に職場や学校等を含む）
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（２）「発症にいたる状況」には、発症の原因が明確に記載されていること
例）「新築建物に入居した後、化学物質暴露により健康障害が発生。但し、住宅を離れる
と症状が治まる。」等。
※症状誘発の関連因子を特定するためには、慎重かつ適切な臨床診断に基づく総合的
な検討が必要である。
※対象患者である「住居における化学物質を原因とする健康障害を発症した者」とは、
建材、壁紙等から発散される化学物質を原因とする健康障害を指すものであり、家
具、床仕上げ材の上に敷かれた絨毯等から発散される化学物質を原因とするものに
ついては、発生源（家具、絨毯等）を容易に取り除くことができるため、対象外と
する。
※その住居における化学物質が健康障害の原因であることが必須条件であり、近隣の
農薬散布や近隣の建設工事により健康障害が発生した場合は対象外とする。
（３）「本人に関する検査」「住居に関する検査」の記載について
※「本人に関する調査」には、実施した検査項目のうち、診断の裏づけとなるものにつ
いて記載する。
※「住居に関する調査」の検査項目として、対象患者の居室内について、ホルムアルデ
ヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン及びスチレンを測定することを必須とし、
その測定値を記載する。その他の物質については、必要がある場合に測定し、その測
定値を記載する。
測定値の評価については、「シックハウス（室内空気汚染）問題に関する検討会」で公表
された室内濃度指針値を参考とする。なお、本指針値は、その時点での科学的な知見に基
づき「一生涯その化学物質について指針値以下の濃度の暴露を受けたとしても、健康への
有害な影響を受けないであろうとの判断により設定された値」であり、化学物質によりシ
ックハウス症候群を引き起こす閾値を意味する値ではないことに留意すること。
（表１）室内空気汚染物質の室内濃度指針値一覧
揮発性有機化合物* 毒性指標 室内濃度指針値** 設定日
ホルムアルデヒド ヒト吸入暴露における鼻咽頭粘膜への刺激
１００μg／m3（０．０８ppm）1997.6.13

トルエン
ヒト吸入暴露における神経行動機能及び生殖発生への影響
２６０μg／m3（０．０７ppm）2000.6.26

キシレン
妊娠ラット吸入暴露における出生児の中枢神経系発達への影響
８７０μg／m3（０．２０ppm）2000.6.26
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パラジクロロベンゼン
ビーグル犬経口暴露における肝臓及び腎臓等への影響
２４０μg／m3（０．０４ppm）2000.6.26

エチルベンゼン
マウス及びラット吸入暴露における肝臓及び腎臓への影響
３８００μg／m3（０．８８ppm）2000.12.15

スチレン
ラット吸入暴露における脳や肝臓への影響
２２０μg／m3（０．０５ppm）2000.12.15

クロルピリホス
母ラット経口暴露における新生児の神経発達への影響及び新生児脳への形態学的影響
１μg／m3（０．０７ppb）
但し小児の場合は
０．１μg／m3（０．００７ppb）2000.12.15

フタル酸ジ-n-ブチル 母ラット経口暴露における新生児の生殖器の構造異常等の影響
２２０μg／m3（０．０２ppm）2000.12.15

テトラデカン
C8-C16 混合物のラット経口暴露における肝臓への影響
３３０μg／m3（０．０４ppm）2001.7.5

フタル酸ジ-2-エチル
ヘキシル
ラット経口暴露における精巣への病理組織学的影響
１２０μg／m3（７．６ppb）注１2001.7.5

ダイアジノン
ラット吸入暴露における血漿及び赤血球コリンエステラーゼ活性への影響
０．２９μg／m3（０．０２ppb）2001.7.5

アセトアルデヒド
ラットの経気道暴露における鼻腔嗅覚上皮への影響
４８μg／m3（０．０３ppm）2002.1.22

フェノブカルブ
ラットの経口暴露におけるコリンエステラーゼ活性などへの影響
３３μg／m3（３．８ppb）2002.1.22

総揮発性有機化合物量（ＴＶＯＣ）
国内の室内ＶＯＣ実態調査の結果から、合理的に達成可能な限り低い範囲で決定
暫定目標値
４００μｇ／ｍ３　2000.12.15

注１：フタル酸ジ-2-エチルヘキシルの蒸気圧についてはは1.3×10－５Pa（２５℃）～8.6×10－４Pa（２０℃）など多数の文献値があり、これらの換算濃度はそれぞれ0.12～8.5ppb 相当である。
*両単位の換算は、25℃の場合による
（４）「転居の必要性」には、以下の事項が記載されていること。
①現在の住宅に継続して居住することが健康上不適切であることが記載されていること。
例）現在の住居のホルムアルデヒド濃度が高く、それが原因と考えられる健康障害が発
5　　生していること。
※シックハウス症候群と指摘されている患者の中には、住居にある換気装置を不適切に
運転操作しているケースなど、住まい方に問題がある事案が多いと指摘されている。
そのため、まず医師は必要に応じて地域の衛生主管部局や保健所等（以下「地域衛生
主管部局等」という。）と連携し、患者の住まい方を確認し、改善方法等を患者に提案
すること。
※短期的かつ効果的な住まい方の改善方法が無く、継続して居住することが健康上不適
切である場合にあって、初めて「転居の必要性」について記述できることに留意する
こと。
②現在の居住地から転居することが健康上有効であることが記載されていること。
例）「現在居住している住宅を離れると、健康障害が改善すること。」等
（５）「特記事項」の記載について（要件なし）。
※必要があれば、転居にあたっての留意点（転居先の要件など）について、記載する。
３．公営住宅を選定するにあたっての留意点
（１）公営住宅の活用について
公営住宅法（昭和２６年法律第１９３号）の目的は、「住宅に困窮している低所得者」
に対して、住居を供給するものであることから、入居者資格として少なくともⅰ．同
居親族要件、ⅱ．入居収入基準、ⅲ．住宅困窮要件を満たさなければならない。
①目的外使用としての取り扱い
目的外使用は、本来の入居対象者の入居を阻害せず、公営住宅の適正かつ合理的な
管理に支障のない範囲内で特別に入居が認められるものであり、長期的・継続的な入
居が認められるものではないが、本来の入居者資格は要件とはならない。よって、持
ち家を所有していながらその住居が健康障害の原因となっている対象患者が、住宅を
改修している期間や症状の回復期間など一定期間の転居を求める場合に、目的外使用
の運用により対応することが有効となるケースが考えられる。この場合であっても、
事業主体は当該住戸を他の公営住宅と同様に適正かつ合理的な管理を行うよう努める
こと。
②優先入居としての取り扱い
事業主体の判断により、一部特別の事由のある者を公営住宅に優先的に入居させる
方法（優先入居）を講じることが可能である。よって、対象患者について、一般住宅
困窮者よりも住宅困窮度が高いものと判断できれば、優先して入居させることも考え
られる。しかしながら、優先入居の場合、公営住宅法の本来の入居者資格を満たすこ
とが必要である。
なお、持ち家が健康障害の原因である対象患者については、通常住宅困窮要件を満
6　たさないこととなるため、優先入居を講じようとする場合には、賃貸住宅に居住して
いる患者が対象になると想定される。
③特定入居としての取り扱い
公営住宅の入居者の募集は原則として公募によらなければならないが、その特例と
して公募によらないで特定の者を入居させる方法をとることができる場合がある（特
定入居）。現に公営住宅に入居している者がその住居における化学物質由来のシックハ
ウス症候群によって著しい健康障害をきたす場合については、特定入居の要件に当た
るものと考えられる。
ただし、特定入居の場合についても、公営住宅法の本来の入居者資格を満たすこと
が必要である。
（運用の例）
入居区分 入居者資格（①～③）の要件
特段の配慮
要件を満たさない
（持ち家があるなど。）
目的外使用
優先入居
新規入居者
要件を満たす
目的外使用
既存入居者 要件を満たす 特定入居（住み替え）
（２）転居先の選定について
医師により作成された診断書により転居の必要なシックハウス症候群と診断された
場合に事業主体は、対象患者に公営住宅を紹介する。転居先の紹介については、下記
の点に留意が必要である。
なお、転居先の選定に当たっては、事業主体と地域衛生主管部局等が連携を図りつ
つ、継続的な協力関係を築いて対応することが望ましい。
① 原則として、ホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチルベンゼン及びスチ
レンについて室内濃度測定が行われており、これら物質の空気中の濃度が厚生労働
省の定める指針値（表１）を下回ることが確かめられている住戸又はその住戸と同
様の仕様である類似住戸で指針値を下回っていると推定される住戸から選定するこ
と。
ただし、測定後に壁紙等を補修したこと等により揮発性有機化合物の濃度が上昇
している恐れがあると考えられる住戸は除くこと。
なお、室内濃度測定値については、シックハウス症候群患者に対して情報提供す
ること。
② 上記①以外の住戸を紹介する場合の測定費用又は対象患者が化学物質を追加した
7　測定やより高精度の測定を求める場合等の費用は、当該対象患者の負担とすること
ができる。
③ 提供する住戸について事前に対象患者に紹介し、入居が可能か否かを確認するこ
と。
④転居先の選定には、上記①から③の手順を踏むことにより時間を要する場合がある
ことを対象患者に十分説明し、理解を得ること。
（３）患者の入居にあたっての留意点について
事業主体は、対象患者に以下の事項について十分に説明し、理解を得ることが必要
である。
①公営住宅に入居した後に、現在の症状が改善しない或いは悪化した場合には、できる
だけ速やかにその旨を事業主体に伝え、住まい方を改善すること等（医療機関の受
診なども含む。）で症状が回復する見込みがない場合にあっては、退去等の措置を
とること。
②目的外使用の場合、その期間を１年以内とし、当該期間が経過した場合については退
去させること。
（４）事業主体と地域衛生主管部局等との連携
事業主体と地域衛生主管部局等は、地域の実情に応じて緊密な連携を図りつつ、
シックハウス症候群患者の支援のために継続的な協力関係を築くこと等が重要である。
特に、保健・医療面に配慮した対応については、専門知識及び体制を有する地域
衛生主管部局等の意見を求めて行うこと。
なお、管内に地域衛生主管部局等がない市町村については、当該市町村の事業主
体と当該市町村が存する都道府県の事業主体及び地域衛生主管部局等が同様の連
携を図ることが重要である。
以下に連携内容の事例を掲げる。
①事業主体からの公営住宅の空家状況についての情報提供
②地域衛生主管部局からの地域におけるシックハウス症候群患者の実態や患者か
らの要望についての情報提供
③対象患者に紹介する公営住宅を選定する際の事業主体への協力
④公営住宅に入居している患者からの相談についての事業主体への協力
⑤対象患者の数が提供できる戸数を超える場合における、入居者選考の際の事業主
体への助言
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（別表１）
＜クリーンルーム又は専門外来を設置している病院（※１）＞
病院名 住所 電話番号
旭川医科大学付属病院
（※２）
旭川市緑が丘東2 条1 丁目1 番1 号 0166-65-2111

国立病院機構盛岡病院 岩手県盛岡市青山1 丁目２５－１ 019-647-2195

北里研究所病院 東京都港区白金5 丁目9 番1 号 03-3444-6161

東京労災病院 東京都大田区大森南４－１２－２１ 03-3742-7301

国立病院機構相模原病院 神奈川県相模原市桜台１８－１ 042-742-8311

関西労災病院 尼崎市稲葉荘3 丁目1 番69 号 06-6416-1221

国立病院機構南岡山医療センター
岡山県都窪郡早島町大字早島4066 番地　　086-482-1212

国立病院機構高知病院 高知県高知市朝倉西町1 丁目2 番25号　088-844-3111

国立病院機構福岡病院 福岡県福岡市南区屋形原4 町名39-1 　092-565-5534

※１ 参考文献：「室内環境中微量化学物質に対する相談回答マニュアル」（2005 年加藤貴
彦宮崎大学医学部教授ら作成）。
※２ クリーンルームは設置していないがシックハウス専門外来を設置。
_______________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________________
